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国々においては, その見直しが進められており, 特に, ドイツでは，2010年
に会計法現代化法 (Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz, 以下では BilMoG と












久 保 田 秀 樹
日本にとっても示唆に富むものと考えられる｡
｢大陸モデル｣ サイドの議論, つまり日本での連単分離の議論やドイツで
の ｢逆基準性原則｣ の廃止だけ見ていると, 税務会計と財務会計との離反の
みが強調され, その場合, 両者が分離している ｢英米モデル｣ が理想のよう
に思われがちである｡ しかし, その ｢英米モデル｣ サイドでは, 両者の整合
の傾向があるという｡ 本稿では, IFRSの普遍化に伴う税務会計と財務会計
との関係 (以下では ｢税/会計リンケージ｣ と呼ぶ｡) における ｢大陸モデ




存｣ (formal dependence) は, 財務諸表が課税所得算定にとって完全に決定
的である状況として定義される。一方, 後者, すなわち ｢形式的独立｣ (for-
mal independence) は, 税務会計と財務会計との間に全く関係がないことを
意味する。その場合, 税務会計は, 財務会計から全般的に独立した特別な租
税規則によって規制される (Essers (ed.) 2009, p. 32)。
これらの「形式的依存」と「形式的独立」との極端な位置の間に, ｢事実
上の形式的依存｣ (practically formal dependence) から「実質的依存」(mate-
rial dependence) を経て「実質的独立｣ (material independence) に至る, 税
務会計と財務会計との関係についてのスペクトル呈示の試みが, エッサーほ
か (Essers (ed.) 2009) によりなされている。
｢事実上の形式的依存｣ は, 独立の税務決算書は認められず, 税務上の選
択権は財務会計での選択権の利用に準拠されねばならず, その結果, 明示的
な税務規制のみが財務会計と税務会計との間に差異を造りだしうる制度とし






存在することを意味する (Essers (ed.) 2009, p. 33)。
エントレスほかによる調査 (Endres et al 2007) は, 各カテゴリーに属す
る国を下表のように分類している (Essers (ed.) 2009, p. 33)。ベルギー, フ
ランスおよびドイツ等が ｢事実上の形式的依存｣ カテゴリーに, アイルラン
ド, 英国, スウェーデンおよびギリシャ等は ｢実質的依存｣ カテゴリーにそ




























ないが, エッサーほかは, 当調査を引用した上で, アメリカを ｢実質的独立」に分類してい
るので, 上表では表内に追加している。また, EU加盟国のうちエストニア, ルーマニアお
よびブルガリアは分類されていない。
しない限り, 課税所得計算の基礎は規定された税務上の調整を顧慮した商法







を持つと結論されている (Haller /Ferstl /2011, S. 885)。


























させているとされる (Haller /Ferstl /2011, S. 889)。
問２に関しては, 異なる会計処理選択権の分析と決算書における記載の調
査によれば, 多くの企業が税法の基準値を適用していることが示されている。
それらの企業は多くの場合, 統一的会計処理を追求し, その際, 観察されう




れる推測を支持している (Haller /Ferstl /2011, S. 889)。
なお, これらの調査結果は, BilMoG施行前の法状況に基づく。BilMoG
による改革は, ｢逆基準性の原則｣ の廃止により, 調査対象の状況の一部に
おいて商法決算書と税務決算書における離反した取扱いと, 両者間の統一的
会計処理の原則的制限につながっているため, 税務決算書と商法決算書との





他方, 一般に認められた会計原則は存在しなかったので, 当初, 栽判官は特
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定の税務規則の開発に傾注していた (Essers (ed.) 2009, p. 34)。しかし, 企
業経済学が発達し, 英国会計基準 (UK-GAAP) が開発されるにつれて, 税務
会計と財務会計は益々互いに結び付くようになった。結果として, 裁判官は,




に認められた会計実務は, UK-GAAPまたは国際財務報告基準 (IFRS) とな
る可能性があるとされる (Essers (ed.) 2009, p. 34)。
税務会計と財務会計の双方とって「真実かつ公正な概観｣ 原則は指導的で
ある。しかし, これは, 複数の選択枝の可能性がある場合, 総ての選択肢が
｢真実かつ公正な概観｣ を表し, 税務決算書と財務諸表に同一の選択が行わ
れねばならないことを意味するものではない。例えば, 減価償却に関して税
務会計と財務会計との間に相違があるが, 英国の制度を ｢実質的依存｣ 制度







るとされる (Essers (ed.) 2009, p. 35)。
オランダにおける課税所得算定の出発点は2001年個人所得税法第3.8条に







全な企業実務｣ (sound business practice) という概念によって決定される。
年度所得は, 予測される結果から独立し, 一貫した行動に関する ｢健全な企
業実務｣ に従って決定され, ｢健全な企業実務｣ によって正当化される場合
にのみ変更されうる。1957年５月８日の典型的事例決定 (BNB1957 /208) に
おいてオランダ最高裁は ｢健全な企業実務｣ という概念と企業経済学の原則
との関係を明確に示した。つまり, 課税所得算定のシステムが所得算定の正
しい企業経済学観に基づく場合, それが ｢健全な企業実務｣ に準拠している








してきた (Essers (ed.) 2009, p. 35)。
年度利益算定に対する ｢健全な企業実務｣ の規則は, 全体利益に関する規
則より柔軟性がある。これは, 全体利益に関する問題 (それは課税所得に属














(IRC) 第446条により, 課税所得は, 納税者が会計帳簿を付ける際に自己
の所得を定期的に算定する基礎に基づく会計処理法の下で算定されねばなら
ない。この ｢会計帳簿一致｣ (book conformity) 原則は, 表面上, ドイツの
｢基準性原則｣ と同じ原則であるが, アメリカではドイツよりこの原則に対
するより多くの例外が存在する (Essers (ed.) 2009, p. 36)。IRC第446条









い。当会計処理法がこの ｢明確反映基準｣ を満たさない場合, アメリカ国税
庁は, 納税者によって利用されるべき方法を規定することができる。したがっ
て, アメリカ国税庁は, オランダやドイツの税務当局より多くの裁量権を有





ステムは, 通例, 明確に所得を反映するシステムと見なされている (Essers
(ed.) 2009, p. 37)。
















｢大陸モデル｣ においては, ｢慎重性原則｣ がこれらの目的を保証するための





































裁量権を制限する効果を持つ (Essers (ed.) 2009, p. 42)。
アメリカでも国税庁の裁量権による法的予測可能性の欠如が, 財務会計と
税務会計との間の不明確な関係につながっていると多くの論者が批判してき




かかっている (Essers (ed.) 2009, p. 42)。更にアメリカの裁判所は, ｢明確
反映基準｣ に関する手続きをケースバイケース・アプローチに基づいてのみ
決定しうる ｢事実の問題｣ とみなす傾向がある。トール電動工具社 対 国税




























































｢表１｣ は, 1996年と2006年の独英の20の会計問題について, 財務報告の
問題における税/会計リンケージを示している。なお, 当研究では, 税務決
算書と IFRS準拠連結財務諸表との関係のタイプとしてつぎの６つを挙げて
いる (Gee /Haller /Nobes 2010, S. 109)。
(Ⅰ)非リンケージ (国内会計規則に準拠することもある)税務規則
が IFRSと明確に異なる。




























増加したこと (すなわち, 非リンケージの優勢が少し減少したこと) を示す。
これは, 一部は税法の変化によるものであり, 一部はスコアの再考慮による
ものである (Gee /Haller /Nobes 2010, p. 113)。｢表１｣ からも明らかなよう
に, ドイツのポジションは1996年から2006年に変化している。税の影響の指
標は大きく下がり, IFRS が利用されていると推測される (Gee /Haller /






た。もし, 会計帳簿を IFRSで記帳するか, US-GAAPで記帳していた大規
模なドイツの企業グループを対象にすれば, IFRS準拠連結財務諸表に対す
る税の影響の可能性は更に小さくなるだろうとされる (Gee /Haller /Nobes























非リンケージ：Ⅰ 2 14 15 14
同一：Ⅱ 0 0 0 1
会計主導：Ⅲ 5.5 0 2 1
会計主導：Ⅲ＋ 2 4 3 4
税主導：Ⅳ 7.5 2 0 0
税支配：Ⅴ 3 0 0 0
合 計 20 20 20 20
最小指標：事例Ⅳ＋Ⅴ－Ⅰ ＋8.5 －12 －15 －14
最大指標：(事例Ⅲ＋)＋Ⅳ＋Ⅴ－Ⅰ ＋10.5 －8 －12 －10
れてきたのである。
エッサーほか (Essers (ed.) (2009)) によれば, ｢大陸モデル｣ と ｢英米モ
デル｣ の各財務会計制度は資本市場と会計基準の調和化傾向, すなわち EC
会社法指令や IFRSの増大する影響下で接近すればするほど, 課税所得計算
制度はおそらく収斂するだろうという (Essers (ed.) 2009, p. 38)。オランダ,
アイルランドおよび英国といった ｢英米モデル｣ に属する国では, 財務会計
制度と税務会計制度との間の更なる整合への動きが見られ, 他方, ドイツ,
フランス, オーストリア, スウェーデンおよびスペインといった ｢大陸モデ
ル｣ に属する国では, より自律的な課税所得計算要素導入の傾向があるから
である。なお, EUでの課税所得計算について, 2011年３月16日に公表され



















しかし, 他方で EUの多くの加盟国では国内 GAAPと IFRSは, それらの
内容と税務会計が開発される手続方法の両方の観点から税務会計の着想源
・・・







ある。さらに, 税務会計は過去の業績により関心を持つが, 他方, IFRSは,
業績報告に焦点を合わせ, 分配可能利益の代わりに利益獲得能力を強調する
(久保田2011, 63頁, 図表１参照)。これらの要素はこの翻訳プロセスで考慮
されねばならないが, IFRSは, 共通税務会計規則を設計する際の道具, お
よび課税標準を決定するための参照点 (a point of reference) とみなすこと
・・・
ができるとされる (Essers (ed.) 2009, p. 43)。
IFRSの普遍化は, 単に ｢大陸モデル｣ における税/会計リンケージの緩和
にとどまらず, ｢大陸モデル｣ と ｢英米モデル｣ との近接をもたらしている
のである。
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